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子会社株式の一部譲渡及び特別利益の発生に関するお知らせ 

 

 

  当社は、平成 21年７月 23日開催の当社取締役会において、当社連結子会社である株式会社円谷プ

ロダクション（以下「円谷プロ」と言う。）株式の一部（15.6％）を株式会社バンダイ（以下「バン

ダイ」と言う。）へ譲渡することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。なお、

当該株式一部譲渡後も、当社は円谷プロ株式の 51.0％を保有し、引き続き連結子会社として長期的

視点から同社の経営管理を行ってまいります。 

 

 

 

記 

 
 
１．株式譲渡の理由 
  当社グループは、今後の更なる成長を目指し、中長期経営戦略として「アライアンス戦略」を掲げ、

パートナー企業との連携強化による事業の多角的展開を目指しております。その一環として、本日開

催の当社取締役会において、当社連結子会社である円谷プロ株式の一部をバンダイに譲渡し、円谷プ

ロとバンダイの事業関係を更に強化することを決議いたしました。 
当社は、平成 19 年 10 月に円谷プロをグループ化して以来、同社の経営再建に積極的に取り組ん

でまいりました。平成 20 年１月には、円谷プロの事業を更に拡大・活性化させ、国民的ヒーローで

ある「ウルトラマン」シリーズ作品の戦略的な展開を図るべく、キャラクターマーチャンダイジング

において実績のあるバンダイとの資本業務提携も実現いたしました。 
  この度、当社が所有する円谷プロ株式 66.6%のうち、15.6％をバンダイに譲渡することで、円谷プ

ロとバンダイとの更なる連携強化を図ってまいります。また、今回の譲渡収入を有利子負債の圧縮、

新規プロジェクトの運転資金への充当等に有効活用し、財務基盤の強化及び中長期的な収益基盤の構

築を目指してまいります。 
  なお、当該株式一部譲渡後も、当社は円谷プロ株式の 51.0％を保有し、引き続き連結子会社とし

て長期的視点から同社の経営管理を行ってまいります。 
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２．円谷プロの概要 
（１）商号           株式会社円谷プロダクション 

（２）代表者          代表取締役社長  大岡 新一 

                代表取締役副社長 岡部 淳也 

（３）本店所在地        東京都世田谷区八幡山 1-10-1 

（４）設立年月日        昭和 38年４月 

（５）主な事業内容       映画製作、怪獣貸出、商品化権・版権の提供等 

（６）事業年度の末日      ７月 31日 

（７）従業員数         71 名 

（８）資本金の額        310,000 千円  

（９）発行済株式総数      100,000 株 

（10）大株主構成及び所有割合  当社   66,600 株（66.6％） 

                バンダイ 33,400 株（33.4％） 

 
３．円谷プロ株式の譲渡先の概要 
（１）商号           株式会社バンダイ 

（２）代表者          代表取締役社長 上野 和典 

（３）本店所在地        東京都台東区駒形 1-4-8 

（４）設立年月日        1950 年 7月 

（５）主な事業内容        玩具、模型、玩具菓子、アパレル、生活関連用品等の製造販売等 

（６）当社との関係       当社連結子会社である円谷プロ株式の 33.4%を所有しています。 

 
４．譲渡前後の所有株式数 
 （１）譲渡前の所有株式数    66,600 株（当社所有割合 66.6％、議決権の数 66,600 個） 
 （２）譲渡株式数        15,600 株（当社所有割合  15.6％、議決権の数 15,600 個） 
（３）譲渡後の所有株式数    51,000 株（当社所有割合  51.0％、議決権の数 51,000 個） 
 

５．譲渡の日程 
  平成 21 年７月 23 日      当社取締役会決議 
  平成 21 年７月 23 日      譲渡契約締結 
 
６．特別利益について 
  当該株式一部譲渡に伴い、連結で 140 百万円、個別で 260 百万円の特別利益を見込んでおります。 
 
７．今後の見通し 

本件が当社の業績に与える影響につきましては、現在精査中でありますが、発表すべき事項が判

明した場合には、速やかに開示いたします。 
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